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値は 259，標準偏差は 655.53 であった。また，その中で最も会員数が多いのは，全
国語学教育学会の 2559 名，最も少ないのは，言語人文学会の 25 名であった。後
者は日本学術会議に正式な人数が登録されていない等，単純な比較には慎重を要す




























































































































































同様に，どのように規範を得ているかについて先行研究を検討し，表 3 の 4 分
類が導き出された。その区分とは，「過去の事例から」，「他国との比較から」，「他
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